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し、20X1 年 4 月 1 日から賃借している。
また、Ｚ社は同日に 1,000 を、Ｙ社に敷金とし
て支払っている。Ｚ社の決算日は 3 月 31 日であ
る。Ｚ社の同種の賃借建物等への平均的な入居期
間は 5 年と見積られている。 
2. 会計処理 
（1） 20X1 年 4 月 1 日 Ｚ社はＣ建物の賃貸借契
約に関連してＹ社に敷金を支払っているため、資
産計上を行う。  
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の会計と報告（Financial Accounting and Reporting by 




















17）Flood, Joanne M. Wiley GAAP 2017: Interpretation and 
Application of Generally Accepted Accounting 
Principles, Wiley, 2016, p.455.
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